
（ 単 位 ：  千円 ）

金     額 金     額

  Ⅰ  流    動    資    産 ( 432,848 )   Ⅰ  流    動    負    債 ( 33,407 )

現 金 及 び 預 金 29,821 買 掛 金 19,581

売 掛 金 50,413 未 払 金 6,548

材 料 6,548 未 払 費 用 2,127

仕 掛 品 8,987 未 払 法 人 税 等 331

貯 蔵 品 10,387 未 払 消 費 税 915

預 け 金 325,509 預 り 金 998

そ の 他 流 動 資 産 1,579 賞 与 引 当 金 2,905

貸 倒 引 当 金 △ 398

  Ⅱ  固    定    資    産 ( 183,954 )

（１） 有 形 固 定 資 産 ( 182,964 ) 33,407

建 物 80,408 (    純　　　資      産      の      部    )

構 築 物 1,652   Ⅰ　株    主    資    本 ( 583,395 )

機 械 装 置 15,957 （１） 資　　　 本　　　 金 94,000

車 両 運 搬 具 1,562 （２） 資　本　剰  余  金 ( 84,000 )

工 具 器 具 備 品 2,792 資 本 準 備 金 84,000

土 地 80,590 （３） 利　益　剰  余  金 ( 405,395 )

（２） 無 形 固 定 資 産 ( 72 )    1. 利　益　準　備　金 2,500

電 話 加 入 権 72    2. その他利益剰余金 ( 402,895 )

ソ フ ト ウ エ ア 0      別  途  積 立 金 350,000

（３） 投資その他の資産 ( 918 )      繰越利益剰余金 52,895

長 期 前 払 費 用 845 （ う ち 当 期 純 利 益 ） ( △ 2,195 )

そ の 他 の 投 資 73 純　　資　　産　　合　　計 583,395

616,803 616,803資 産 合 計 負 債 ･ 純 資 産 合 計

貸   借   対   照   表

（平成 ２８ 年１２ 月 ３１ 日現在）

(    資      産      の      部    ) (    負      債      の      部    )

科          目 科          目

第48期　決算公告

栃木県宇都宮市下栗町2200

  株式会社 ミツトヨフーズ

     代表取締役　坂井 知峰

負 債 合 計
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個 別 注 記 表

１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記

（１） 資産の評価基準及び評価方法
　　たな卸資産の評価基準及び評価方法

移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は、収益性低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（２） 固定資産の減価償却の方法

 ① 有形固定資産

 ② 無形固定資産

（３） 引当金の計上基準

 ① 貸倒引当金

 ② 賞与引当金

（４） その他の計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

（会計方針の変更）
（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関
する実務上の取扱い」（実務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当中間会計期
間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価
償却方法を定率法から定額法に変更しております。
  なお、当会計期間において財務諸表に与える影響は軽微であります。

　消費税及び地方消費税の会計処理は、 税抜方式によっております。

　定率法を採用しております。（ ただし、平成10年４月１日以降取得した建
物（附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降に取得した建物附属設
備及び構築物については、定額法を採用しております。

　定額法を採用しております。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。

　従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額のうち当期の負担に
属する額を計上しております。
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